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借方科目 借方金額 貸方科目 貸方金額
現 金 20，000，000 土 地 譲 渡 益 20，000，000
土 地 譲 渡 原 価 5，000，000 土 地 5，000，000
寄 付 金 20，000，000 現 金 20，000，000
借方科目 借方金額 貸方科目 貸方金額
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課税所得金額 × 税率 ＝ 算 出 税 額
算 出 税 額 － 税額控除額 ＝ 納 付 税 額
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れるもので，収用等の所得の特別控除額および繰越欠損金がある。
確定決算基準は，1965（昭和40）年法人税法改正においてはじめて採用さ
れた。34
1899（明治32）年所得税法施行規則には，「納税義務アル法人ハ毎事業年
度通常総会後7日以内ニ損益計算書ヲ所轄税務署ニ提出スベシ」として通常
総会後に損益計算書を提出すべきことを指示している。1913（大正2）年の
所得税法7条に関する所得税法施行規則第3条において，「第1種所得税ニ
付納税義務アル法人ハ毎年事業年度決算確定ノ日ヨリ7日以内ニ所轄税務署
ニ所得税法第7条ノ申告ヲナスベシ」と「確定」表現が初めて用いられた。
1920（大正9）年の改正において，所得税法施行規則の改正により，損益計
算書の提出期限を「法人ハ毎事業年度決算確定ノ日・・・・ヨリ14日以内ニ，所
得ノ申告ヲ要ス」と規定している。1940（昭和15）年に，法人課税を規定し
ていた第1種所得税は，法人税法として独立の税法となり，同法の第18条に
おいて「納税義務アル者ハ命令ヲ以テ定ムル所ニ依リ期間内ニ財産目録，貸
借対照表，損益計算書・・・・竝ニ第4条乃至第9条ノ規定ニ依リ計算シタル所
得金額及資本金額ノ明細書ヲ添付シ其ノ所得金額及資本金額ヲ政府ニ申告ス
ベシ」と規定された。この規定は旧所得税法第7条と基本的に相違はない。
もっとも，法人税法施行規則第18条には，「法人ハ各事業年度ノ所得及資本
ハ毎事業年度決算確定ノ日カラ14日以内ニ之ヲ所轄税務署長ニ申告スベシ」
と規定していた。1947（昭和22）年の改正後の法人税法第18条では，「納税
義務ある法人は，・・・・各事業年度終了の日から2月以内に，その確定した決
算に基づき当該事業年度の普通所得金額，超過所得金額及び資本金額を記載
した申告書を政府に提出しなければならない。」と従来規則で規定していた
34 これについては，「明治32年の法人の所得に対する課税の開始以来昭和21年までは，法
人の所得は商法による決算利益を基礎として賦課課税方式により課税する方法が採用され
ており，法人は課税資料として損益計算書を税務署に提出すればよかった。この間，大正
2年に損益計算書等の提出期限を『毎事業年度決算確定ノ日ヨリ七日以内』と定められた
のが，『決算確定』の用語の最初の使用例であるが，これは課税資料の提出期限の基準日
の定めることに意義があり，確定浹算基準まで定めたものとは言い難い。」（中村［1992a］，
45頁）という指摘がある。
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ことを法律で規定した。1950（昭和25）年9月25日付法人税基本通達314は，
この「確定した決算」の意味を「その事業年度の決算につき株主総会の承認
又は総社員の同意その他これに準ずるものの承認があったことをいう。」と
している。（岸田［2005］，104‐107頁）
このような経緯から判断すると，確定決算基準は第2次世界大戦前におい
て採用されていたと断定するには至らず，厳密にいえば1965（昭和40）年の
法人税法改正における「損金経理」の規定によって確立にされたとみるべき
である。「損金経理」とは，「法人がその確定した決算において費用又は損失
として経理すること」（法法2，26）である。この場合の「確定した決算」
とは，株主総会の承認を受けた計算書類をいう。また，内国法人は，「各事
業年度終了の日の翌日から2月以内に，税務署長に対して確定した決算に基
づき……申告書を提出しなければならない。」（法法74）
確定決算基準が税制上採用される理由ないしメリットとしては，次の3点
があげられる。
第1は，課税所得は企業利益とは別個の異質的な概念ではなく，企業利益
を基礎にし，それから誘導的に算定されるものである。
第2は，確定した決算に表明された企業（法人）の意思決定を重視するこ
とにより，計算の信頼性ないし客観性を担保し，もって課税の安定性ないし
法的安定性に資する。
第3は，税務行政サイドおよび納税者たる企業サイドの双方からみて，経
済性ないし簡便性の要請に資する。（森川［1993］，104‐105頁）
このように，「我が国の法人税法は企業会計依存という課税所得の計算構
造を採用し，これを担保するものとして確定決算基準を採用し，税務の簡素
化に資することとしている」（中村［1992b］，44頁）と考えられる。
これに対して，確定決算基準を経理要件に関する別段の定めのある事項の
計算と狭義に捉える立場からは，損金経理について申告調整で足りその必要
性に乏しい，商法（会社法）計算と税法計算の目的についての差異の存在，
会計の国際化は確定決算基準と相容れないなどからその廃止を主張する見解
がある（岸田［2005］，119頁）。
損金経理は，「費用性のないものを費

用

として計上しなければ課税上のメ
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リットを失なうという意味において，企業に対して間接的強制が行われてい
るといっても過言ではない。このことは，財務諸表の表示を著しく歪めるこ
ととなる」（武田（昌）［1967］，37頁）との批判もある。つまり，「企業が租税
負担を減少させるために企業会計を操作することはむしろ必然的なことであ
り，この点を完全に解決するためには，確定決算主義を放棄するしかない」
（中里［1996］，29頁）のである。
会計の国際化に関連して，IFRS とのコンバージェンスにともない国内制
度の整備や環境づくりが必要となるが，そのなかでキーとなるのが法人税制
であるとの指摘がある。法人税制においてキーとなるのが確定決算基準と損
金経理である35。例えば，国際的に事業を展開する企業において，海外で償
却を定額法で行なっていると，日本においても定額法で償却することが経営
管理の面で有益である。しかし，確定決算基準では定率法で損金経理をして
いないと，税法上定率法による償却は認められない。したがって，「経営管
理上は定額法，決算・申告は定率法で」という仕組みが必要である（西川
［2014］，27頁）。
企業会計上は定額法により償却して利益を計上し，税法上は定率法により
償却し節税をするということになると，租税負担公平の原則の観点から恣意
的となるとの反論が考えられる。税務官庁の立場からは，できるだけ早く税
金を確保しようとする意図があるのであろうが，企業会計上は定額法であれ
定率法であれ，耐用年数内であれば償却額は同一である。ここに，「一般に
公正妥当と認められる会計原則」を法人税法上総括規定として置くべきとい
う主張がでてくる素地がある。いわゆる公正処理基準の問題である。
35 IFRS とのコンバージェンスにともない，確定決算基準を見直すべきであるという見解
には，⑴企業利益概念と法人税法の所得概念の幅が拡大し申告調整が複雑化すること，⑵
減価償却などの償却方法や耐用年数の採用につき損金経理要件が課されていることによる
企業の税務メリットの放棄と逆基準性の問題があげられる（日本公認会計士協会［2010］，
2頁）。
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8．おわりに
旧法人税法では，各事業年度の所得金の額は総益金の額から総損金の額を
控除して算定し，別段の定のあるものなどを除き総益金とは純資産増加の原
因となるべき事実，総損金とは純資産減少の原因となるべき事実との解釈が
示された。これについては，税務官庁においては，いわゆる企業会計の財産
法による所得計算を示したものでなく，誘導法に基づいた損益法による利益
計算を含むとの解釈も示されているが，企業会計側との争点となった。
企業会計側は，ドイツの正規の簿記の諸原則やアメリカの一般に認められ
た会計原則への準拠規定にみられるように，法人税法において企業会計基準
の準拠規定を求めて，税法調整意見書①を公表した。これらをめぐっては，
税務官庁を含む税法側からの批判が寄せられた。これらの議論を経て，1965
（昭和40）年に法人税法の大改正（法人税法第22条など），翌年に企業会計
側からは税法調整意見書②，税制調査会から税制簡素化案が公表され，法人
税法第22条第4項に公正処理基準規定が新設された。
法人税法第22条において所得の定義はなされず，各事業年度の所得の金額
の計算について規定しており，所得概念が不明瞭である。これに対しては，
企業会計側からは税法上所得概念はありえず，企業会計の利益概念と法人税
の所得概念は基本的に一致し，それらの目的の違いによる差異を税務調整に
より修正して，課税所得が算定されるという主張がなされた。これに対して，
税法側から法人税法は包括的所得概念に基づき構成され，益金および損金の
認識は債権・債務確定基準に基づいており，企業会計の実現主義および発生
主義とは必ずしも一致しないとの反論がなされた。
その例として，法人税法第22条第2項の「無償による資産の譲渡又は役務
の提供」の解釈をめぐる論争がある。いわゆる未実現利益の認識である。未
実現利益の認識は企業会計では行なわれず，この未実現利益の認識の有無が
企業会計の利益概念と税法の所得概念の相違の根拠とされる。判例を参照し
ながらこれらの検証を行なったが，無償取引の未実現利益の認識の解釈には，
①有償取引同視説（2段階説），②同一価値移転説，③適正所得算出説およ
び④増加益清算所得説がある。これらの諸説については，種々の批判および
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反批判があり，統一的な解釈が確立しているとはいえない。また，火災など
により資産を消失した場合について，法人税法上未実現利益を認識する規定
はなく，当該資産の原価を損失額とするしかないという不公平さが生じる。
これでは，課税上不備があるといわざるをえない。
公正処理基準規定については，税務官庁の意図を明らかにし，この規定の
意義について論点の整理を行なった。とくに「一般に公正妥当と認められる
会計処理の基準」とは何を指すのかについて，判例を参照し検証を行なった。
その結果，最近の判例は，公正処理基準規定時の税務官庁の税制の簡素化と
いう目的に反して，会計処理の基準より通達を会計慣行とするなど簡素化と
は相容れない傾向にあることを明らかにした。これには，国民の老齢化によ
る福祉財源確保などの国家財政の肥大化，経済の成長の鈍化による国家財政
収入の減少および経済の活性化のための経済政策がその背景にあると思われ
る。しかし，課税の公平および課税の中立性の理念と同時に税務行政の効率
化を推進するために，1966（昭和41）年の公正処理基準規定の原点に立ち戻
り，法規定の明確化および整合性を図るべきである。
最後に，法人税法第22条との関連で法人税法第74条について，IFRSの導入
のもとでの損金経理の問題を取り上げて検証した。税務行政の効率化のため
にわが国では確定決算基準により課税所得の算定を行なうが，その際に損金
経理がネックとなって，会計の国際化の妨げとなっている現実がある。これ
については，公正処理基準規定との関連で企業会計側との調整が求められる。
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